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〈判例研究〉
川崎市中高層建築物等の建築及び
開発行為に係る紛争の調整等 に関する
条例22条に基づ く調停受諾勧告 に
正当な理由なく応 じないことを
公表することを内容 とする通知及び
公表に処分性 が無い とされた事例
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東京高裁 平成21年ll月19日判 決
行 政処分取 消請求控訴 事件
平成21年(行 コ)第147号
D1-Law28162417
【事実の概要】
本件は,川 崎市長(以 下 「市長」 という。)が,控 訴人(原 審の原告 と
同 じ。)に対 し,川 崎市中高層建築物等の建築及び開発行為 に係る紛争の
調整等に関する条例(以 下,「紛争調整条例」 という。)に基づ き,控訴人
が同市長 による調停受諾勧告に正当な理由なく応 じないことを公表するこ
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となどを内容 とする通知(以 下,「本件通知」 という。)をしたところ,原
審(横 浜地判平成21年3月25日判例集未登載)に おいて,控 訴人は,本件
通知は違法であるとして取消 しを求める訴 えを提起 したが,原 審は,市長
の本件通知は処分性がないとして,控 訴人の訴えを却下 したことか ら,控
訴人は,こ れを不服 として,上 記判決を求めて控訴 し(以下,「本件控訴」
という。),さらに本件裁判において,市 長が した紛争調整条例22条1項に
基づ く公表(以 下,「本件公表」 という。)の取消請求を追加 したものであ
る(以下,「本件訴え」 という。)。
紛争調整条例によれば,市 長は,同 市内の中高層建築物等の建築及び開
発行為に係 る紛争について,紛 争当事者の一方から調整の申出があった場
合,そ の申出に相当な理由があると認めるときには,他 の紛争当事者に対
し,相 当の期限を定めて,当 該紛争を川崎市建築等紛争調整委員会の調整
に付することを受諾するよう勧告するものとされている(14条2項。以下,
「付調停受諾勧告」 という。)。そして,付 調停受諾勧告を受 けた紛争当事
者は,受諾することがで きない正当な理由があると市長が認めた場合を除
き,こ れに応 じなければならないが(同 条3項),上 記期限内に当該紛争
当事者から正当 と認められる理由により受諾 しない旨の申出がされた場合
には,市 長は,付調停受諾勧告 を打ち切ることができるとされている(15
条)。また,当 該紛争当事者が正当な理由なく付調停受諾勧告に応 じない
場合には,市 長は,そ の旨を公表することがで き,公表 しようとするとき
には,あ らか じめ公表される者 に対 してその理由を通知 し,意見を述べ,
証拠を提示する機会 を与えなければならないとされている(22条。以下,
「公表通知」 という。)。
控訴人は,平 成19年ごろから,川崎市内において,紛 争調整条例の対象
となる控訴人の川崎支店倉庫棟 ・睡眠室棟増築工事の計画を進めていた。
同計画について,控 訴人は,同 年5月13日及び同年6月2日 に説明会を実
施するなどしていたが,近 隣関係住民等は,市 長に対 し,同年9月28日付
けで,紛 争調整条例 に基づ く調停の申出をした。 これを受け,市 長は,控
訴人に対 し,紛争調整条例14条2項に基づき,同年10月9日付け及び同年
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11月22日付けで,同 計画についての近隣関係住民等 との間の紛争を調停 に
付することを受諾するよう勧告 した(以 下,「本件勧告」 という。)。その
後,市 長は,紛 争調整条例22条1項2号に基づ き,控訴人が正当な理由な
く本件勧告 に応 じないとして,こ れを公表することとした。そのため,市
長は,同 年12月12日付 けで,控 訴人に対 し,紛争調整条例22条3項に基づ
き,本件勧告に正当な理由な く応 じないことが公表の理由であることを通
知 し,控訴人にこれにつ き意見 を述べ,証 拠を提示する機会を与える旨記
載された書面を交付 した(以 下,「本件通知」 という。)。そ して,市 長は,
控訴人に対 し,平成20年6月23日付けで,同 年7月8日 に上記公表をする
旨を通知 した上,同 月8日,紛 争調整条例22条1項に基づ き,川崎市公告
第272号をもって公表 した。
【判旨】控訴棄却,訴 え却下
「抗告訴訟である処分の取消 しの訴えの対象 となる 「行政庁の処分その
他公権力の行使 に当たる行為」(行政事件訴訟法3条2項 。以下 「行政処
分」 という。)とは,公 権力の主体たる国又は公共団体が行 う行為のうち,
その行為 によって直接国民の権利義務を形成 し,又はその範囲を確定する
ことが法律上認められているものをい うと解される(最 高裁判所昭和37年
(オ)第296号同39年10月29日第一小法廷判決 ・民集18巻8号1809頁参照)。
(改行)そ こで検討すると,紛争調整条例において規定 される公表通知は,
……市長が紛争当事者による付調停受諾勧告の拒否 に正当な理由がないと
判断 し,その事実 を公表 しようとするに当た り,あ らか じめ当該紛争当事
者に対 してその理由を通知するとともに,当 該紛争当事者に意見 を述べ,
証拠を提示する機会 を与えるものにす ぎない(同条例22条1項2号,3項)。
すなわち,公 表通知は,そ れ自体では,こ れを受けた者に何 らかの義務 を
課 し,又はその権利行使 を妨げるような法的効果 を有するものではないの
であって,行 政処分 には当たらない というべ きである。」(本判決文におい
て未記載の原判決引用部分)
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「控訴人は,本件通知及び本件公表は,制 裁 として,調 停受諾を事実上
強制する行為であるから処分性が認め られ,さ らに,本 件公表は,事 実上
の事業計画の中止処分,営 業計画不許可処分であると認め られる旨主張す
る。(改行)し か しなが ら,前記判示のとお り(訂正後の原判決引用),本
件通知は,控 訴人が川崎市長による付調停受諾勧告 に正当な理由なく応 じ
ないことを公表する旨を控訴人に対 して通知する行為であって,単 なる事
実行為に過ぎない。また,本件公表は,川 崎市長による調停受諾勧告を受
けた者が,同 勧告に正当な理由な く応 じなかったことを一般的に知 らせる
行為であって,国 民 に対する情報提供 としての側面 を有する非権力的な事
実行為であ り,それ自体によって,直 接国民の権利義務に影響 を及ぼす と
はいえず,控 訴人に対 し,事実上調停受諾 を促す制裁的な側面が認め られ
るとしても,そ れ自体が直接法律効果 を生 じさせるものでない以上,処 分
性があるとはいえない。仮に本件公表により控訴人の権利が違法に侵害 さ
れている場合には,不 法行為 を理由として法的救済を求めることがで きる
のであって,何 らの法的効果 を伴わない事実行為 としての 「公表」に対す
る法的救済手段 としては,そ のような方法 によるべ きであり,取消訴訟 に
よることはできないというべ きである。(改行)控 訴人は,本 件通知及び
本件公表は,事 実上の調停受諾強制処分であ り,さ らに,本件公表は,事
実上の事業計画の中止処分,営 業計画不許可処分であると主張するが,紛
争調整条例,そ の他の関係規定に照 らしても,本件通知及び本件公表が,
控訴人に対 して,調 停受諾を強制 し,本件公表が,控 訴人に対 して,事 業
計画の中止や営業計画を不許可にする効果を伴 う行為であるとは認め られ
ない。」
以上によれば,控 訴人の上記主張は,い ずれ も採用で きず,ま た,当 審
における控訴人の本件公表の取消 しを求める訴えは,本 件公表 に処分性 を
認めることがで きないので,却 下するのが相当である。よって,原 判決は,
相当であって,本 件控訴は,理 由がないから棄却 し,当審における控訴人
の訴えは,却 下することとし,主文のとお り判決する。
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【解説】
1本 判決の意義等
マンション等の中高層建築物の建築 ・開発行為に関わる 「紛争調整条例」
と称される条例が,川 崎市だけではなく広 く他の地方公共団体 においても
ロラ
導入されている。地方公共団体 ごとに当該条例の内容は若干異なるが,当
該条例は,マ ンション等の中高層建築物の建築 ・開発行為に関わる 「建築
く　　
紛争」を防止 ・解決 しようとする条例 目的を達成する手段 として,住 民 と
事業者に対するあっせん,調停等を中核 としており,その実効性確保手段
として,あ っせんに関わる意見聴取出席 ・資料提出勧告,調 停受諾勧告,
工事着工の延期 ・停止要請等 を拒む者の事業者名等 を内容 とする行政によ
る制裁を目的 とした公表(以 下,「制裁的公表」 とい う。)が規定されてい
る。
管見によるならば,制 裁的公表に関わる抗告訴訟が問題 となった事例は
印刷公刊物 に掲載 されたものは少なく,しか も,制裁的公表の処分性は否
定され,全 て却下 されてお り,また,行 政指導不服従者に公表の理由や意
見 ・証拠提示の機会があることを伝達する通知及び行政指導不服従事実の
公表の取消訴訟が提起 されたことはなかった。そのような中で,本 判決の
意義は,紛 争調整条例 による調整的行政指導の実効性確保に関わ り,行政
指導不服従者に公表の理由や意見 ・証拠提示の機会があることを伝達する
通知及び行政指導不服従事実の公表の処分性の有無 について,取 消訴訟上
で初めて判断されたところにある。
本件控訴の対象は川崎市長が控訴人に対 してした公表通知であ り,本件
訴えの対象は川崎市長が した公表である。前者は 「通知」,後者は 「公表」
に分類することができる事実行為である。かかる事実行為の分類 は論者 に
よって異なると思われるが,一 般的には物理的作用 としてなされる公共土
木工事,即 時強制,行 政上の強制執行,行 政調査等 と,精神的作用 として
なされる通知,勧 告,訓 告,勧 奨,判 定,注 意,戒 告,叱 責,調 査,指 導,
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公証等に分類することがで きる。これらの事実行為は,事 実状態の変動 を
内容 とする行政の活動 にす ぎず,一 般的には処分性 を有 しない行為である
が,行 政不服審査法2条1項 所定の公権力の行使に当たる継続的性質を有
する事実行為あるいは準法律行為的行政行為,加 えて後述するように精神
的作用に止 まる事実行為に処分性を認める最高裁判決の存在が示すように,
個 々の事実行為の処分性の有無 に対する検討の必要性が皆無ではないこと
は言うまでもない。
本研究は,上 記のような事実行為に関わるこれまでの判例等 を手掛かり
にしながら,本件の争点である本件通知及び本件公表の処分性の有無を中
心に検討することを通 じて,本 判決の位置付 け等 を含む評価を目的 とする。
2制 裁的公表に対する取消訴訟
く　ラ
制裁的公表は,国民 に対 して一定事実 を公表する情報提供の外観を呈す
るに止ま りなが らも,行政指導や行政処分 を受けた者の中でも行政指導不
服従者や法的義務違反者 に限って 「その旨を公表することができる。」又
は 「その旨を公示 しなければならない。」等 と規定 されていることや,法
令条文の構造 上で行政指導や不利益処分の根拠規定の次条ないし次項に公
くらラ
表の根拠規定を定めていることが多い ことや,行 政指導不服従事実の公表
に際 し,弁明の機会の付与等の行政手続法(条 例)上 の不利益処分手続類
くの
似の事前手続が定められていることなどから,情報公開の一環 として実施
くわ
される情報提供だけを目的 とした ものというよりも,その実質において,
法的義務や行政指導の実効性 を確保するために,法 的義務違反者や行政指
導不服従者に対する制裁を目的として行われる行政による公表 と観念する
く　ラ
ことができる。
このような行政による制裁 を目的 とした公表は,国 や地方公共団体が法
律(条 例)や 行政指導による公的規制の実効性確保など行政 目的達成のた
めに用いる手段である。かかる行政による公表は,法 律(条 例)に よる義
務の不履行や行政指導に対する不服従など行政目的達成に反することがあっ
た場合などに,そ の一定事実 を公表 して公表される者の社会的評価を低下
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させるとともに,公 表される者に対 して経済上の不利益を含めた社会的制
裁を国民 ・住民一般の反応に期待する手段 として国 ・地方公共団体によっ
て行なわれている。このような行政による公表を用いた制裁手段 は,社会
的評価を気 に留めない者には効果を期待できないが,社 会的評価 を重んじ,
社会的評価の失墜が大きな損害につながるような事業者に対 しては,有効
な制裁手段 になり得 ると思われる。また,国 ・地方公共団体が国民 ・住民
に対 して一定の情報 を提供する役割を果たすという意味で も,一般的な情
報提供を目的 とした公表 と同様な役割 を果たす と思われる。一方で,反 社
会的な印象を国民 ・住民に抱かせることを通 じ,個人 ・事業者 に対 して侵
害的な効果があることや,こ れに加えて風評被害によって他の個人 ・事業
者に対 しても深刻な影響があることなどから,制裁的公表に関わる検討す
べ き法的問題 としては,法 律の根拠,手 続保障,プ ライバシー ・個人情報
保護,情 報公開,公 務員法上の守秘義務 抗告訴訟,国 家賠償(謝 罪広告
による原状回復 も含む。)などに関わるものが挙げられる。
判例上,行 政事件訴訟法(以 下,「行訴法」 とい う。)3条2項 所定の
「行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為」 とは,「公権力の主体た
る国または公共団体が行う行為のうち,そ の行為によつて,直接国民の権
利義務を形成 しまたはその範囲を確定することが法律上認められているも
ゆラ
の」 と解 されているところ,制 裁的公表及びその前提 となる行政指導は,
事実上の制裁的な性格があるとして も,非権力的事実行為であ り,それ自
体 によって直接的に国民の権利義務に影響 を及ぼすとまでは言い難い と思
くゆ
われる。そうであることか ら,制裁的公表 に関わる差止めの訴えや仮の差
止め申立ての下級審判決 ・決定 においては,制 裁的公表が,公 表される者
に対 して侵害的な効果があるといえども,権利義務の変動を伴 うような法
的効果は存在せず,事 実行為 としての法的性質を有するに止まることから,
くユの
その処分性が否定 される傾向にある。 また,名 誉や信用は,行 訴法9条1
く　　　
項所定の 「回復すべ き法律上の利益」 と解 されていない。 しかしなが ら,
抗告訴訟 を提起 した者に救済の道を拒 まなければならない という事情は必
く　ヨ　
ず しもないとか,公 表や行政指導に伴 う名誉信用の失墜は取消訴訟によっ
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く　　　
ても回復できるとして取消訴訟 を許容する研究者の見解が存在する。 さら
に,行政指導の実効性 を確保するために行われる制裁的な公表 については,
その前提 となる行政指導を行政処分に準 じて扱い,そ れに対する取消訴訟
く　の
の提起についての可能性について言及する研究者の見解 も存在する。
制裁的公表に制裁 としての機能が認められるとしても,そ れ自体が非権
力的事実行為 として法的効果 を有するものではない以上,そ れ自体によっ
て直接的に国民の権利義務に影響を及ぼすとまではいえないことか ら,制
裁的公表が取消訴訟の対象たる処分性 を有するものと解するのは困難であ
り,また,そ の前提 としてなされた行政指導や公表する旨の通知も取消訴
訟の対象たる処分性は無い ものと解する他 はないと思われる。また,名 誉,
信用,プ ライバシー,経 済的利益 を害する公表が された後に,そ の取消訴
訟を提起することが可能であるとしたとして も,公表の取消 しは一度失わ
れた名誉等の回復には繋が らず,実 質的救済が図れるもの とは言えないこ
とか ら訴えの利益はない ものと解される。さらには,損 害賠償が取消訴訟
を経ず とも直接に提起で きるので,取 消訴訟を提起する実益は乏 しい もの
くユ　ラ
と思われる。そのため,実 質的救済を図る上では,民 事訴訟あるいは実質
的当事者訴訟を本案訴訟 とした仮処分による事前救済あるいは国家賠償 ・
名誉回復等措置による事後救済などの方途 を採るほうが,取 消訴訟による
救済を求めることよりも妥当なように思われる。
3本 件通知の処分性の有無
行政指導不服従者 に公表の理由や意見 ・証拠提示の機会があることを伝
達する通知たる本件通知の処分性の有無が本件控訴の争点 となっているこ
とか ら,こ こではこの点を検討する。取消訴訟は 「行政庁の処分その他公
権力の行使 に当たる行為……の取消 しを求める訴訟」(行訴法3条2項)
である。そのため,い わゆる 「処分性」が取消対象 となる行政活動に存在
することが訴訟要件 となる。上記の判例は,処 分性が認め られる行政活動
とは 「公権力の主体たる国または公共団体が行 う行為のうち,そ の行為 に
よつて,直 接国民の権利義務 を形成 しまたはその範囲を確定することが法
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律上認められているもの」 と解 し,抗告訴訟の対象 を当該行政活動の公権
力性 と法的効果の直接具体性によって判断する立場である。本判決 もこの
く　　ラ
いわゆる 「従来の公式」を踏襲することを明示 している。 しかしなが ら,
最高裁判決の中には,当 該判例 を柔軟に解 し,行政庁の精神的作用に止 ま
る事実行為 に処分性 を認めるものが散見 される。幾つかの主要な最高裁判
決を挙げるならば,① 「関税定率法通知事件」最判昭和54年12月25日民集
33巻7号753頁は,関 税定率法に基づ く税関長の通知は観念の通知である
が,こ れにより適法 に書籍等が輸入で きな くなるという法律上の効果が付
与されていることを理由に通知 に処分性 を認めた。② 「食品衛生法通知事
件」最判平成16年4月26日民集58巻4号989頁は,食 品衛生法6条 に違反
する旨の通知を受けると関税法 により食品等の輸入は許可されな くなる等
を理由として通知に処分性を認めた。③ 「登録免許税通知拒否事件」最判
平成17年4月14日民集59巻3号491頁は,拒 否通知は登記等 を受けた者 に
対 して簡易迅速に還付 を受けることができる手続 を利用する手続上の地位
を否定する法的効果 を有するとして通知 に処分性を認めた。④ 「医療法勧
告事件」最判平成17年7月15日民集59巻6号1661頁・最判平成17年10月25
日判時1920号32頁は,医 療法に基づ く勧告がなされると,健康保険法を根
拠 として,保 険医療機関の指定拒否処分がされる取扱いがされていたこと
等を理由として勧告 に処分性 を認めた。 これらの①から④の最高裁判決は,
当該行政活動を定める法令全体や関連法令 を考慮にいれなが ら全体の法の
仕組みから処分性 を導 く手法 を採 り,行政庁による相手方への精神的作用
に止 まる事実行為であっても処分性が認め られる可能性 を示す先例であ
(19)
る。
本判決は,紛 争調整条例22条1項2号に基づいた 「公表通知は,そ れ自
体では,こ れを受けた者に何 らかの義務 を課 し,又はその権利行使を妨げ
るような法的効果 を有するものではないのであって,行 政処分 には当たら
ない」 として,上 記の判例で示 された従来の公式で示された判断枠組みを
踏襲することによって本件通知の処分性 を否定 し,本件控訴を棄却 したも
のである。そこで,本 件通知に処分性が認められるか否かについて考えて
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みると,公表通知は,紛 争調整条例22条3項の 「市長は,… …公表 しよう
とするときは,あ らか じめ当該公表される者にその理由を通知 し,そ の者
が意見 を述べ,証 拠を提示する機会を与えなければならない。」 とする規
定に基づ き,公表 されようとする者に対 し,勧告に正当な理由な く応 じな
いことが公表の理由であることを通知 し,これにつき意見を述べ,証 拠 を
提示する機会があることを伝達する行為である。そのため,公 表通知は,
公表されることを既 に予定 される者に対するいわば観念の通知であって,
公表を予定される者 に対 して,か かる公表通知のみで調停受諾 を強制する
などの具体的に何 らかの実体的な権利義務の変動 といった法的効果を及ぼ
すものとまでは捉え難い。そうであることから,上 記の判例で示された従
来の公式 に当てはめてみた場合 においては,本 件通知に処分性が認め られ
ない と解 されることになると思われることから,本件通知に対する取消訴
訟の提起は不適法なもの となる以上,本 判決が,本 件通知に関わる本件控
訴を棄却 した判断は,妥 当なものであったと思われる。
一方で,公表を予定される者 にとっての公表通知は,当 該通知後に相当
程度の確度をもって紛争調整条例22条1項に基づ く制裁的公表 を受けるこ
とを意味するものである。そうであるならば,上記①から④の最高裁判決
が示す ように,公表通知それ自体は法的効果を持たない行為であるとして
も,そ の後に続 く制裁的公表に法的効果が存在するのであれば,そ の よう
な仕組みを手掛かりに,公表通知にも処分性を認める余地はあるように思
われる。そのため,次 において検討するように,本件公表に法的効果が認
められるか否か という観点から,こ れに前置される本件通知に処分性が認
められるか否かについて も再度検討する必要があると思われる。
4本 件公表の処分性の有無
行政指導不服従事実の公表たる本件公表の処分性の有無が本件訴えの争
点となっていることから,こ こではこの点を検討する。従前の最高裁判決
及び下級審判決 ・決定の上では,制 裁的公表を含めた行政による公表は,
国民の権利義務への影響を及ぼす法的効果の存在 を否定され,そ の処分性
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は否定 される傾向にある。但 し,制裁的公表は,取 消訴訟の対象となると
く　の
いう研究者の見解 もい くつか存在 している。本判決は,紛 争調整条例22条
1項に基づ く 「本件公表は,川 崎市長による調停受諾勧告を受けた者が,
同勧告に正当な理由なく応 じなかったことを一般的に知らせる行為であっ
て,国 民 に対する情報提供 としての側面 を有する非権力的な事実行為であ
り,それ自体によって,直 接国民の権利義務に影響 を及ぼす とはいえず,
控訴人に対 し,事実上調停受諾 を促す制裁的な側面が認め られるとしても,
それ自体が直接法律効果を生 じさせるものでない以上,処 分性があるとは
いえない」 として,本 件通知に対 してと同様 に,公権力性 と法的効果の直
接具体性 によって行政活動の処分性を判断する上記の従来の公式で示 され
た判断枠組みを踏襲することによって,行 政指導不服従事実の公表たる本
件公表の処分性を否定 したものである。
本件公表の根拠規定である紛争調整条例22条1項は,制 裁的公表 として
の行政指導不服従事実の公表 を定めている。制裁的公表は,国 民に一定事
実を示すに止まり,事業者等に具体的に何 らかの作為 ・不作為 を命ずるよ
うな法的効果を伴 うものではな く,また,行 政による公表の影響 ・程度は,
情報の 「受け手」の国民 ・住民側の認識や判断如何 によって左右 されるも
く　　　
のであって,公 表によって具体的な法的効果を発生 させるものではない。
したがって,行 政による公表に処分性が認められるか否かは,行 政による
く　ヨ　
公表の 「法的効果」の理解如何 にあると思われるが,制 裁的公表は,そ れ
によって特定の者の社会的評価が低下をするとしても,事実上の不利益で
あって,直 接国民の権利義務 を形成 しまたはその範囲を確定する行為 とま
では言えないことから,上記の判例で示 された従来の公式に当てはめてみ
た場合においては,制 裁的公表 に処分性は認め られないと解 されることに
なると思われる。そうであるならば,制裁的公表である本件公表に対する
取消訴訟の提起は不適法なものとなる以上,本 判決が,本 件公表に関わる
本件訴えを不適法 として却下 した判断は,妥 当なものであったと思われる。
また,こ のように,本 件公表の法的効果が否定されると解される以上,先
にも触れたように,全 体の法の仕組みの観点か ら処分性を検討するという
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立場からは,本 件通知が本件公表に前置 される仕組みに着目し,本件通知
の処分性の存在を認めるという考え方については,本 件公表に法的効果が
ないことから妥当性は無いように思われる。
制裁的公表に対 して 「国民に対する情報提供 としての側面を有する非権
力的な事実行為であ り,それ自体によって,直 接国民の権利義務 に影響 を
及ぼす とはいえ」ないとする本決定の文言 をみるならば,こ のような視点
から見て公表の処分性 を認めない とする立場は,直接国民の権利義務を形
成 しまたはその範囲を確定する性質を有 しない行政による公表の全てに妥
当するように解される。そのため,食 品衛生法の違反事実の公表(食 品衛
生法63条)などの制裁的公表 と種別されるような公表だけではな く,消費
者事故等 に関わる注意喚起(消 費者安全法15条1項)などの情報提供を目
的とした公表 と種別 されるような ものであったとしても,制裁的公表 と同
様 に一定事実を公表するに止 まる行為であることから,こ れらの行政によ
る公表に対 して も処分性が否定 されることになると思われる。そうである
ならば,こ のような行政による公表による風評被害の防止等のためであっ
ても,抗告訴訟を用いた公表の取消 しの訴 え,差止めの訴え,仮 の差止め
申立ては却下されることになると思われる。但 し,紛争調整条例14・22条
所定の 「勧告→通知→公表」 といった行政指導 ・通知の後にその事実を公
表するという法的効果を伴わない行政過程 と異なり,容器包装 に係る分別
収集及び再商品化の促進等に関する法律7条 の7第3項 所定のように,行
政処分 に至るまでに 「勧告→公表→審議会等の意見聴取→行政処分」といっ
く　　　
た行政過程 を経る場合には,公 表が行政処分に前置 される仕組みに注 目し,
紛争の成熟性を判断基準 とした上で,行 政による公表に処分性が認め られ,
取消 しの訴えや差止めの訴え,仮 の差止め申立てが認容される余地がある
く　う　
ように思われる。 このように本件公表の実施後に調停参加の措置命令等が
予定されているのであれば,本 件公表に処分性が認められる余地があった
と思われるが,川 崎市 における紛争調整条例22条等の当該条例所定の行政
過程には,そ の ような仕組みは組み込 まれていない。
本件は,本 件通知及び本件公表の取消 しを求めたものであるが,実 質的
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には継続 している制裁的公表に起因する名誉 ・信用殿損か らの差止めによ
る事前救済を目的にした ものと考えられる。制裁的公表は,抗 告訴訟の対
象たる 「公権力の行使」(行訴法3条)に は該当 しない と解 されることか
ら,制裁的公表に対する仮処分は行政庁の公権力の行使を阻害するような
措置ではな く,民事保全法に基づ く仮処分 を禁ずる行訴法44条との抵触 を
考慮する必要はないと思われることか ら,制裁的公表に対する差止めによ
る権利救済 としては,保 全 の必要性が認め られる限 り,「公法上の法律関
係」(行訴法4条)の 理解如何 であるが,民 事訴訟又 は行訴法4条 後段の
実質的当事者訴訟 を本案訴訟 とした仮の地位 を定める仮処分命令申立て
(民事保全法23条2項,同24条)を利用することが可能であったと思われ
く　の
る。以上のような理由か ら,制裁的公表 による名誉 ・信用殿損 を防止する
方途 としては,本件通知及び本件公表に関わる取消訴訟によるべ きではな
かったと思われる。
5本 判決の評価
管見によるならば,制 裁的公表に関わる抗告訴訟が問題 となった事例は
印刷公刊物 に掲載 された ものは少なく,しか も,制裁的公表の処分性は否
定され,全 て却下 されてお り,ま た,行 政指導不服従者に公表の理由や意
見 ・証拠提示の機会があることを伝達する通知及び行政指導不服従事実の
公表の取消訴訟が提起 されたことはなかった。そのような中で,以 上のよ
うに,本 判決の先例 としての価値 は,最 高裁判決で示された 「公権力の主
体 たる国または公共団体が行 う行為のうち,そ の行為によつて,直 接国民
の権利義務 を形成 しまたはその範囲を確定することが法律上認められてい
るもの」 を行政処分 とする処分性判断に関わる従来の公式を判断枠組みと
く　の
し,行政指導不服従者に公表の理由や意見 ・証拠提示の機会があることを
伝達する通知及び行政指導不服従事実の公表は法的効果を有 しない として,
処分性を認めなかった判決であるところにある。
建築紛争に対する紛争調整条例以外にも様 々な行政部面において法律 ・
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条例等に制裁的公表が導入 される傾向にあるところ,本 判決は,行 政指導
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不服従者 に公表の理由や意見 ・証拠提示の機会があることを伝達する通知
及び行政指導不服従事実の公表の処分性は存在 しないと判示 した点につ き,
制裁的公表に関わる行政活動の処分性の有無の問題 について考える上で,
リーディングケースとは言えないまで も,過去の制裁的公表の処分性の有
無を争点 とする差止めの訴え及び仮の差止め申立ての例を含めて,抗 告訴
訟を用いた制裁的公表か らの救済の可否 を考える上で,参 考 となる事例 と
位置付けることができると思われる。
本稿 の作成にあた り,資料収集に関 し,川 崎市の担当者のご協力 を得た。
この場を借 りて謝意を表 したい。
注
(1)い わゆる 「紛争調整条例」 の導入例 を幾つか挙げるな らば,都 道府県
レベル としては東京都中高層建築物の建築に係 る紛争の予防と調整に関
する条例,市 区町村 レベル としては横浜市中高層建築物等の建築及び開
発事業に係 る住環境 の保全等 に関する条例が存在する。これらの紛争調
整条例の概要 ・背景につ き参考 となるもの として,西 宮市の紛争調整条
例 の解説 として,反 田信一 「開発事業等 に係る紛争調整に関する条例」
法令解説資料総覧241号(2002)122頁以下を参照。
(2)「建築紛争」 に対す る確 たる定義は見当たらないが,例 えば,東 京都
中高層建築物 の建築 に係 る紛争の予防 と調整 に関する条例2条2号 は
「中高層建築物の建築に伴つて生ずる日照,通 風及び採光の阻害,風 害,
電波障害等並びに工事中の騒音,振 動等の周辺の生活環境に及ぼす影響
に関する近隣関係住民 と建築主 との問の紛争 をい う。」 とする定義規定
が参考 になる。
(3)高 木光 『事実行為と行政訴訟』(有斐閣,1988)6・293頁参照。 また,
塩野宏 『行政法II』(有斐 閣,第5版,2010)llO～ll7頁は,行 政活動
における事実行為 を 「精神的表示行為」 と 「物理的行為」 とに種別 して
いる。
(4)行 政による制裁 を目的 とした公表に対する法的研究 としては,例 えば,
阿部泰隆 『行政法解釈学1』(有 斐閣,2008)598頁以下,川 神裕 「法律
の留保」藤山雅行編 『新 ・裁判実務大系第25巻行政争訟』(青林書院,
2004)3頁以下,北 村喜宣 『行政法の実効性確保』(有斐 閣,2008)73
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頁以下のそれぞれ を参照。 また,拙 稿 「行政 による制裁的公表の法的問
題 に関する一考察」東海法学40号(2008)75頁以下,拙 稿 「判批」桃 山
法学15号(2010)361頁以下,拙 稿 『行政による制裁的公表 に関わる公
務 員法上の守秘義務違反 の法 的問題 に対 す る一考察』桃 山法学16号
(2010)29頁以下,拙 稿 「判批」桃山法学18号(2011)77頁以下のそれ
ぞれも参照。
(5)制 裁的公表が法令上 に規定されているものとしては,例 えば,障 害者
の雇用の促進等 に関する法律47条は,同 法46条1項所定の障害者雇入れ
計画 につ き 「厚生労働大 臣は,前 条第一項の計画 を作成 した事業主が,
正当な理由がな く,同 条第五項又は第六項の勧告 に従わないときは,そ
の旨を公表することがで きる。」 と規定 されている。その他に,計 量法
159条,消費者契約法34条5項,盲 導犬の訓練 を目的 とす る法人の指定
に関する規則8条2項 などが存在する。
(6)制 裁的公表の実施に際する事前手続が法令上に規定 されている もの と
しては,例 えば,小 田原市市税の滞納 に対する特別措置に関する条例10
条1項 は,「市長は,行 政サー ビスの停止等又 は滞納者の氏名等の公表
が必要であると認めるときは,あ らか じめその予定する措置の内容 を滞
納者 に通知 し,弁 明の機会を付与 しなければならない。」 と規定 されて
いる。
(7)情 報公開制度の体系から 「情報提供」 を定義付けるもの としては,宇
賀克也 『新 ・情報公 開法の逐条解説』(有斐 閣,第5版,2010)2頁 を
参照。
(8)制 裁的公表 を定める法令につ き,そ の立法者意思等 によ り,当該公表
行為 に制裁としての目的を含 むか否かについて明確 にされてはいない。
数少ない公的な文書によりその旨が明示 されている もの としては,厚 生
労働省職業安定局 「労働者派遣事業関係業務取扱要領」(平成23年4月)
328頁は,労 働者派遣事業の適正 な運営の確保及び派遣労働者 の就業条
件 の整備等 に関する法律49条の2第3項 に基づ き,厚 生労働大臣は,勧
告をした場合 において,そ の勧告 を受けた者がこれに従 わなかったとき
は,そ の旨を公表することがで きるとしていることにつ き,「公表は,
公表 される者 に対する制裁効果 に加え,派 遣元事業主及び派遣労働者に
対する情報提供 ・注意喚起及び他の労働者派遣事業主 より労働者派遣 の
役務の提供 を受 ける者 に対する違法行為の抑止 といった効果を期待する
ことがで きる。」 とするものがある。
(9)最 判昭和39年10月29日民集18巻8号1809頁〔1810頁〕。 また,最 判昭
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和30年2月24日民集9巻2号217頁参照。そ して,何 らかの義務 を課す
る とか権利行使 を妨 げる等の法的効果を生ずる ものではないことか ら,
事実行為は処分 としては扱われない ものとして,保 険医に対する戒告に
関す る最判昭和38年6月4日 民集17巻5号670頁,高等海難審判庁の海
難原因裁決 に関す る最判昭和36年3月15日民集15巻3号467頁のそれぞ
れを参照。
(10)同旨を述べる ものとして,川 神 ・前掲注(4)15～16頁は,公 表及びそ
の前提 となる行政指導 には処分性が存在 しないことから,取 消訴訟の対
象 とはならないと解 している。また,塩 野宏 『行政法1』(有 斐閣,第
5版,2009)242頁は公表に処分性はないとし,塩 野宏 『行政法H』(有
斐閣,第4版,2005)104頁は,勧 告 ・公表 は,そ れ 自体 としては,法
効果 を有 しない し,事 実上の強制力がないことか ら,取 消訴訟 を利用で
きない旨を述べ ている。
(ll)制裁的公表の処分性が否定された下級審判決 ・決定 としては,名 古屋
地決平成18年9月25日D1-Law28112501,宇都宮地決平成19年6月18日
裁判所 ウェブサイ ト(http:〃www.courts.go.jp/hanrei/pdf/20080325100532.
pdf),東京高決平成19年11月13日裁判所 ウェブサイ ト(http:〃www.courts.
go.jp/hanrei/pdf/20080912094737.pdf),宇都宮地判平成21年3月31日判
例集未登載,東 京高判平成22年2月10日判例集未登載のそれぞれを参照。
(12)自動車運転免許の効力停止処分 につき,最 判昭和55年ll月25日民集34
巻6号781頁が示す ように,最 高裁 は名誉や信用 を取消訴訟 によって
「回復すべ き法律上の利益」 とは解 していない。名誉 ・信用の人格的利
益 を 「回復すべ き法律上の利益」 とするか否かについての裁判例 を整理
するもの として,栗 本雅和 「運転免許停止処分 と訴えの利益」小早川光
郎ほか編 『行政法判例百選H』 別冊 ジュ リ182号(有斐 閣,第5版,
2006)368～369頁を参照。
(13)制裁的公表 に対 して,取 消訴訟の提起が可能であるとする もの として,
宇賀克也 『行政法概説1』(有 斐閣,第4版,2011)259頁,雄川一郎ほ
か編 『行政強制』ジュリス ト増刊(有 斐閣,1977)116頁〔塩野発言〕,
畠山武道 「サ ンクションの現代的形態」芦部信喜ほか編 『岩波講座基本
法学8紛 争』(岩波書店,1983)385頁のそれぞれを参照。
(14)取消判決によって公表 による名誉信用が回復する旨の ものとして,例
えば,雄 川 ほか ・前掲注(13)116頁〔塩野発言〕参照。また,名 誉信用
を殿損 された者 に行政指導の違法を公式 に宣言する手段 として,取 消訴
訟が認め られるとする旨の もの として,村 上博 「行政指導」室井力編
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『新現代行政法入門(1)』(法律文化社,補 訂版,2005)219頁参照。
(15)公表に前置 される行政指導に対する処分性 について言及するもの とし
て,例 えば,大 橋洋一 『行政法1現 代行政過程論』(有斐閣,2009)415
頁の注(60),雄川 ほか ・前掲注(13)114～115頁〔雄川発言〕,芝池義一
『行政法総論講義』(有斐 閣,第4版 補訂版,2006)262頁,原田尚彦
『行政法要論』(学陽書房,全 訂第7版 補訂版,2011)202～203・238頁,
中原茂樹 「条例 ・規則の実効 の確保」小早川光郎編著 『地方分権 と自治
体法務』(ぎょうせい,2000)136頁,山内一夫 『行政指導の理論 と実際』
(ぎょうせい,1984)104～105頁のそれぞれを参照のこと。
(16)行政処分が違法であることを理由として国家賠償 の請求 をするについ
ては,あ らか じめ当該処分について取消 ・無効 の判決 を得なければなら
ないわけではない とした ものとして,最 判昭和36年4月21日民集15巻4
号850頁を参照。この問題 については,磯 部力 「賠償請求の前提 として
の無効確認請求 と訴えの利益」小早川光郎ほか編 『行政法判例百選H』
別冊ジュリ182号(有斐閣,第5版,2006)476～477頁を参照。
(17)最判昭和39年10月19日・前掲注(9)。
(18)本稿 における 「従来の公式」 とい う表現は,最 判平成17年10月25日判
時1920号32頁〔34頁〕の藤田宙靖裁判官の補足意見での 「…… これ まで
当審の先例が示 して来た一般的な考え方,す なわち,「行政庁 の処分 と
は……行政庁の法令 に基づ く行為のすべてを意味するものではな く,公
権力の主体 たる国 または公共団体が行 う行為のうち,そ の行為 によって,
直接国民の権利義務 を形成 しまたはその範囲を確定することが法律上認
められているもの」であって 「正当な権限を有する機関により取 り消さ
れるまでは,一 応適法性の推定 を受け有効 として取 り扱 われるもの」 で
なければならず,「その無効が正当な権限のある機関 により確認 される
までは事実上有効なもの として取 り扱 われている場合」でなければなら
ないとする考え方(参 照,最 高裁昭和三七年(オ)第 二九六号同三九年
一〇月二九日第一小法廷判決 ・民集一八巻八号一八〇九頁他。以下 この
考え方を,「従来の公式」 と称する。)」に倣った。
(19)これらの最高裁判決については,高橋滋 「第3条 抗告訴訟1項 ・
2項」南博方=高 橋滋編 『条解行政事件訴訟法』(弘文堂,第3版 補正
版,2009)48・63～65頁参照。
(20)制裁的公表の処分性が争点となった事例 ではな く,行政機関の法解釈
の公表の処分性が争点となった事例につ き,最 判平成10年12月18日D1-
Law28051228を参照。 また,制 裁的公表 の処分性が争点 となった事例
122(桃 山 法学 第19号'12)
である,前 掲注(11)で挙 げた下級審判決 ・決定のそれぞれ を参照。
(21)例えば,行 政による公表に対する取消訴訟の可能性 を認めるもの とし
て,宇 賀克也 『行政法概説1』 ・前掲注(13)259頁,櫻井敬子=橋 本博之
『行政法』(弘文堂,第3版,2011)190頁のそれぞれを参照。
(22)佐伯仁志 『制裁論』(有斐閣,2009)14頁は,制 裁的公表による 「制
裁効果が,社 会の人々の反応 という行政の側でコン トロールすることの
で きない事情 に依存 している」 として,制 裁的公表の影響 ・程度が 「受
け手」の反応 に依拠することを指摘する。
(23)行政による公表に処分性が認められるか否かは,当 該公表により生ず
る 「法的効果」の理解如何にある と思われる。この点 につ き参考 となる
ものとして,山 村恒年 「総則」南博方編 『注釈行政事件訴訟法』(有斐
閣,復 刊版,2000)27頁は,知 事が 「社会保 険医療担 当者監査 要綱」
(昭28.06.10保発46号厚生省保険局長の都道府県知事あて通達)に 定め
た戒告事由に当たるとして保険医に対 してなした戒告は何 らの法律上の
効果 を生 じないか ら行政処分でない とする最高裁判決(最 判昭和38年6
月4日 ・前掲注(9))につ き,こ の戒告が県公報 に公表され,医 師の名
誉 ・営業上の信用 を侵害する点から,法 律 の根拠 を必要 とし,か つ,法
規の根拠がない ということだけで何 らの法的効果が生 じないとして行政
処分性 を否定すべ きではないとする批評が,公 表の処分性の有無 を考え
る上で も参考になると思われる。また,高 野修 「履行済ポス ト・ノーティ
ス命令に対する取消 の訴えの利益」「人間 ・文化 ・社会」編集委員会編
『人間 ・文化 ・社会』(岩手大学人文社会科学部地域文化基礎研究講座,
1997)509頁は,名 誉信用等の侵害は,社 会的受忍限度を越える場合,
処分の直接の効果 と考 えるべ きとし,「公表の結果社会的心理 的に当然
生ずるであろう不利益の受忍義務 を考えれば公表 にも法効果があること
になる」 とする。
(24)公表の後に行政処分が行われる仕組み を有する法令 として,例 えば,
容器包装に係る分別収集及び再商品化 の促進等 に関する法律7条 の7第
3項は,同1項 所定の容器包装の使用の合理化 による容器包装廃棄物の
排 出の抑制の促進に関し必要な措置 をとるべ き旨の勧告後の同2項 所定
の行政指導不服従事実の公表後に,「主務大 臣は,第 一項 に規定する勧
告を受 けた容器包装多量利用事業者が,前 項の規定によりその勧告に従
わなかった旨を公表された後 において,な お,正 当な理由がなくてその
勧告 に係る措置をとらなかった場合において,容 器包装 の使用の合理化
による容器包装廃棄物の排出の抑制の促進を著 しく害すると認めるとき
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は,審 議会等……で政令で定める ものの意見 を聴いて,当 該容器包装多
量利用事業者 に対 し,そ の勧告 に係る措置をとるべ きことを命ずること
ができる。」 と規定 されている。
(25)行政活動 の処分性 の有無の判断において紛争の成熟性 を考慮すること
につき,橋 本博之 『行政判例 と仕組み解釈』(弘文堂,2009)24～33頁
を参照の こと。
(26)加藤幸嗣 「行政上の情報提供 ・公表」芝池義一ほか編 『行政法の争点』
(有斐 閣,第3版,2004)41頁は,公 表 に対す る 「予防的救済方法 とし
ては,例 えば,勧 告措置が発せ られ これに係る公表措置の執 られるべ き
ことが予測される場合 に,そ の事前差止めが考えられよう(公 法上の当
事者訴訟 として審理されうると解する(私 見))」とする。櫻井=橋 本 ・
前掲注(21)190頁は,「公表により自己の権利利益が侵害されると考える
者には,… …人格権 を根拠に公表の差止請求 をすることなどの対抗手段
があ り得 る。」 とする。原 田 ・前掲注(15)238頁は,「公表が予知で きれ
ば,損 害 を受ける相手方は(民 事)訴 訟などを提起 してその差止め を求
めることがで きる。」 とする。宮 田三郎 『行政訴訟法』(信山社,第2版,
2007)197頁は,実 質的当事者訴訟における公法上の差止め を求める請
求(消 極 的な一般的給付訴訟)と して,「行政庁による名誉 ・信用殿損
の発言の撤 回を求める請求」 を挙 げている。
(27)最判昭和39年10月19日・前掲注(9)。
(28)近年において制裁的公表が導入されているものとして,例 えば,暴 力
団と市民 との関わりを制限することを定める内容 を含む条例 として近年
注目されているいわゆる 「暴力団排除条例」の一つの東京都暴力団排 除
条例29条や,多 くの地方公共団体 によって導入が進みつつある都市計画
やまちづ くりに住民参加等 を進める 「まちづ くり条例」の一つの国分寺
市まちづ くり条例95条にも当該条例 目的の実効性確保手段 としての制裁
的公表が規定 されている。 これらの近年制定の条例 中に制裁的公表が規
定されていることが示すように,今 後も各地の地方公共団体 において,
多 くの行政部面 に関 して制裁的公表が導入されるように思われる。
